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１〈研究ノート〉
高等教育卒業者のブルーカラー化
について
尾形憲
近年の高等教育人口の墹大はまことにめざましい。大学，短大のほか高
専の第４年次在学者も含めた進学率(')は，1965年同一世代人口の17.1％か
ら，７５年には38.3影という驚異的な数字にまでなった。学生数も，この間
に1,107,327人から2,135,821人へとほぼ倍増したが’１０年前には，２０年
後に進学率が５人に２人となり，学生数は200万をこえると予想されてい
たのだから，ちょうど半分の期間でこの予想を実現したことになる。これ
にともない，卒業者数も225,213人から455,926人と倍増し，第１表によ
鋪１表1965/1975卒業者数および就職者数比較（人）
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２高等教育卒業者のブルーカラー化について
って見れば，新規学卒就職者中での中卒，高卒，高等教育卒（以下「高等
卒」という）の比率はそれぞれ41.7％，46,7％，11.7％だったのが，９．１
％，56.9％，34.1％へと大きく変化した。こうした「高学歴化」が進むな
かで，一方では全国平均70.6％から91.9％(2)という高校進学率の上昇もあ
ってとくに中卒の就職者数は激減し，高卒のブルーカラー化が進行した
が，最近では，さらに高等卒のブルー化ないしグレー化が問題とされるよ
うになった(3)。
(1)高等教育には国立工業教員養成所と国立養護教諭養成所も含まれるが,比重も
きわめて小さいので除いた。またここでいう進学率は，３年前の中学卒業者で入
学者数を除したものである．
(2)ここまでの数値はすべて文部省「学校基本調査」（および同速報）各年度によ
る。
(3)たとえば加藤尚文「大卒労働力・現場投入の時代｣,雇用調政策調査研究会『労
働力需給の展望｣，日本社会学会『高等教育の社会学」潮木守一「高等教育の国
際比較｣，新堀通也・潮木守一『高等歴社会の教育』潮木守一「高学歴社会の雇
用構造｣,労働省「労働統計調査月報」1976.1「大学卒業者の雇用と賃金」など。
こうした高等卒労働市場の変化は，今後の高等教育のありかたに対し，
さらには戦前から続いてきた学歴社会に対しても，大きな影響を与えるも
のと思われる。しかしながら，個別的な事例は別として，その実態は必ず
しも明らかになっていないし，上に挙げた諸論文で述べられているブルー
ないしグレー化についても，いろいろ疑問がある。本稿は，いくつかの官
庁資料を比較検討することによって，この問題への第一接近を試承たもの
である。
なお，大卒と短大卒，男子と女子によっては，労働市場がかなり異な
る。ここでの問題に即していえば，後で見るように，最近は短大卒就職者
の増加が著しいが，ブルー化の比率も短大卒の方がやや高い。しかしここ
では，さしあたりこれらすべてを含めたものについて，大まかな傾向を見
るに留める。このことによって，本稿での結論が大きく変ることはなさそ
うである。
1．
検討に入る手がかりとして，はじめに私たちは上記の労働省の「大学卒
業者の雇用と賃金」を見てふよう。
この論文は，表題が示すように，大卒（短大卒等を含む）の労働市場の
変化だけでなく，中・高卒との貨金格差の縮少も問題としているが，私た
ちがとり上げるのは，前者である。ここでは，産業別，職業別，規模別に
高等卒の就業構成の変化が検討されており，とくに職業別については国際
的な比較も行なわれている（第２表)。
ブルー化という場合，直接問題となるのは職業別構成であり，このため
総理府統計局の「国勢調査」と「就業構造基本調査」が資料として利用さ
れている。これによれば，第３表で見るように，高等卒就業者(1)のうち技
能工・生産工程従事者および単純労働者の占める比率は，1974年で10.9形
第２表高等卒の職業別就業構成および就業者に占める高等卒の割合（％）
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注：１．原資料はＯＥＣＤ“StatisticsoftheOccupationalandEducationaIStruc‐
ｔｕｒｅｏｆｔｈｅＬａｂｏｕｒＦｏｒｃｅｉｎ５３Countries，,で，アメリカは1960年,イギリ
スは1961年，フランスは1962年。ただし日本は1970年の国勢調査。
２．職業分類を以下の表では，それぞれ，専・技，管理，事務。販売，鍵・漁，
採鉱石，週・通，技・生（＋単純）サービス（および保安）と略称する。
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第３表高等卒職業別就業構成
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注：原資料は1960,70年は「国勢調査｣，７４年は「就業構造基本調査」
に及んでおり，しかも中・高卒も含めた全体の中でのその比重も1960年の
1.8影から74年の4.8％へと大きく墹加している。一方販売従事者の増加も
著しい。これらをアメリカなどと比較しながら，同論文は，今後，さらに
こうした大卒者のグレーカラー化が進むものと結論している。
(1)以下で高等卒の「就業者」とは，戦前戦後を問わず高等教育を卒業して現在就
業している者の全体をいう。これに対し「就職者」または「入職者」というとき
は，その年々に卒業して新規に就業した者である。
潮木守一氏も，同様に，ＯＥＣＤの国際比較および「国勢調査｣，「就業
構造基本調査」によりながら，高等卒のブルー化を問題とする。ただし，
ここでは，ブルー化というより非ホワイトカラー化といった方が適切で，
専門的・技術的職業従事者，管理的職業従ZMZ者，事務従事者および販売従
事者を除いて，農林・漁業作業者，採鉱・採石作業者，運輸･通信従事者，
技能工・生産工程作業者および単純労働者，保安職業従事者，サービス職
業従事者がすべて「ブルーカラー的職業」として一括されている。ブルー
カラーという内容に何を含めるのが適当かは後で検討するが，ともかく潮
木氏は，1960年時点ですでに14％という高いブルー化率があり，７４年には
これが18影になったという。そして今後10年間はこれが４人に１人にまで
５なるだろうと推算している(2)。
(2)朝日新聞社『のびのび」1976.1「ホワイトカラー神話の崩壊」
これらによれば，ブルーカラーの内容によるちがいはあるが，いずれに
しても高等卒の10～20％はブルー関係という，かなり高い数字である。
一方，文部省は，1954年以来数度にわたって，職場における学歴構成の
調査を行なっている。最近年次のものは，６８年の調査であるが(3)，これに
よって職種別に高等卒の構成を見れば，第４表の通りになっている。区分
が異なるので単純な比較はできないが，内容から見て(4)，ブルーカラーに
入れることができるのは，技能者，熟練労務者，その他の労務者（ただし
農・漁夫も含む）の３者までであろう。この比率の合計はわずか3.1％に
すぎない。その他の職務従事者を含めても，やっと４．６％である。
(3)文部省「職場の学歴と職種櫛成」１９７１
(4)各職種の内容については後で検討する。
また，以上の数値はすべて，総就業者についてブルー化率を見たいわば
「ストック」であるが，これに対し，年々の卒業者で新規に就職する者に
ついて見た「フロー」としての比率がある。後者には，新卒者が見習いと
して一時的に現場に配置されるようなものがかなりの比重になる難点があ
第４表高諜卒の噸種別構成（1968）
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る。たとえば，大卒辮務要員でありながら国鉄などではじめは改札係をや
るとか，技術者要員でも予定のコースとして技術補助員の仕事からはじめ
るといったたぐいである。しかし，高学歴化にともなうブルー化を問題に
するならば，指標としては，この方が時系列を追って見るのにより適して
いる。文部省の「学校基本調査」や労働省の「雇用動向調査」による数値
がこれに属する。
「学校基本調査」によって，職業別に高等卒の就職者構成を見れば，た
とえば75年については，短大・大学あわせ，採鉱・採石作業者，運輸・通
信従事者，技能工・生産工程作業者の合計で1.4％にすぎない。
「雇用動向調査」は年々の入・離職状況を調査しているが，これでは，
たとえば74年の新規高等卒のブルー化率は，建設業を除いて４．８％となっ
ている。
もっとも，これらの調査は，後で見るように，かなり異なった調査方法
で行なわれており，ある程度の差があるのは当然である。さしあたり，ス
トックとフローでは比率は異なるわけである(5)。それにしても，調査によ
るちがいはあまりにも大きすぎる。こうしたちがいはどこから生まれてく
るのか，そしてブルー化の実態はどうなのか，私たちは，これらの調査の
内容を立入って検討して柔ることにしよう。
(5)もっとも，ブルー化が高学歴化にともなう現象とすれば，フローとしての比率
は，ストックとしての比率よりかなり高くてよいはずである。
2．
はじめに，「就業構造基本調査」である。その調査方法などについて注
意しなければならないのは，つぎのような諸点である。
1.1956年から３年ごとに行なわれている。
2．「教育程度」は68年から調査項目に加えられた。
３．７月１日零時の時点である。
4．対象は原則として全世帯とその世帯に常住する者全員である。
５．ただし標本調査で，たとえば74年の場合は，７０年の国勢調査調査区の
７なかから抽出された約21,500調査区中選ばれた33万世帯とそこに居住す
る１５歳以上の全員が対象となった。この世帯数は全国総世帯数の約
１/100にあたる。
6．「教育程度」では，入学資格や在学年数が同等で，卒業に相当する資
格が得られるものを含むが，一般の洋裁学校，料理学校，会話学校，予
備校などは含まれないとし，通信教育を含めている。高等教育に含まれ
るものとしては，陸士，海兵なども含む旧制諸学校のほか，新制高校卒
を入学資格とする修業年限２年以上の農業講習所・看護婦養成所・保母
養成所のほか，航空大学校，防衛大学校，海上保安大学校本科が挙げら
れている。
教育程度が調査対象に加えられた68年以降について，１５歳以上人口中在
第５表卒業者数および高等卒有業者職業別柵成（1968,71,74）
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８高等教育卒業者のブルーカラー化について
学者を除いた卒業者数および高等卒の有業者の職業別構成を見れば，第５
表の通りである。
ここで，ブルー化の検討に入るに先だって，その内容にどこまで含める
かをきめておこう。もともと高等卒のブルー化が問題となるのは，専攻と
無関係の就職で，たとえば文科系学生がホワイトカラーを志向しながら，
その意に反してブルーカラー関係職業に就かざるを得ないといったような
場合が典型であろう。農林・漁業作業者で高等卒というのは，たとえば教
員などで退職後農耕に従事するというものがかなりある(1)。また，産業別
ではあるが，農林漁業の高等卒就業者を出身学部学科別に見ると，農学系
がもっとも多く，ついで教育・体育系となっており，６８年はこの両者で全
体の69.5％を占めている(2)。このうちの大部分は農林漁業作業者であると
思われる。区分から言っても，これはブルーカラーという範囲に含めるの
は不適当であろう。
(1)７４年度の「就業櫛造基本調査」では高等卒の農林漁業作業者は12万６千人であ
るが，そのうち40才以上が８万７千人で69.1％を占める。７０年度の「国勢調査」
でも87,750人中58,240人と66.4％であり，しかもその80.5％が師範学校を含む短
大・高専卒となっている。
(2)前出の文部省調査で，高等卒の農林漁業就業者81,886人中農学系は43,573人，
教育・体育系は13,356人である。
保安職業従事者は，自衛官と警官の両者でほぼ2/3に達する(3)。これら
はむしろホワイトカラーに分類される場合もある。サービス職業従事者
は，女中などの家璽)ドサービス，個人サービスなどさまざまであるが，この
うち料理人と給仕人とで全体のほぼ半数となる。これが高等卒に「ふさわ
しい」職業がどうかは問題があるにしても，ブルーカラーというには不適
当で，農林漁業作業者や保安職業従事者とともにホワイトでもブルーでも
ない「その他」に含めた方がよいであろう。
(3)いずれも70年度「国勢調査」による。
そうすると，残るのは，採鉱・採石作業者，運輸・通信従事者，技能
工・生産工程作業者および単純労働者(4)ということになる。労働省でもこ
９れらをブルー関係職業としている。もっともこれらも実Iま問題がなくはな
い。運輸・通信従辮者のうちで，無線通信±や無線技術士はかなり高度の
知識や技術が必要なことが少なくないし，船長とか航空操縦士も同様であ
る。しかし，それらの比率はそう大きなものではなく，７割程度(3)が自動
車運転者である。技能工・生産工程作業者についても，後で見るような問
題があるが，私たちは，一先ず，労働省にならってこれらをブルー関係職
業としておこう。
(4)単純労働者は，「学校基本調査」では71年から，「雇用動向調査」では70年か
ら，作業内容に対応する分類項目に含められた。
そうすれば，第５表で見るように，６８年に10.2％だった高等卒のブルー
化率は，７１年に10.1％とわずかながら低下する（これは注目しておいてよ
い）が，７４年には12.2＄になっている。
また68～71年，７１～74年の増加分について見れば，ブルー化率はそれぞ
れ9.7％（非ホワイト化率では13.4影）および21.7％（同じく31.1％）と
なる。前者はさておき，後者は検討を要する数値である。
ここで私たちは奇妙なことに気がつく。７１年から74年までに，無業者も
含めた高等卒は755万５千人から941万５千人と，186万人もふえている。
はじめに見たように高等教育卒業者は年を大きくふえているが，それにし
ても，この３年間で186万人の増加というのは大きすぎる。文部省の「学
校基本調査」によって，７２，７３，７４の各年度の卒業者を承れば，大学・大
学院（修士および博士)，短大・高専をふくめ，それぞれ432,608人，
445,674人，455,599人で，合計1,333,881人にしかならない。これに年含
３千人程度，３年間で約１万人の通信教育が加わるが，一方では短大・高
専から大学へ，大学から大学院へ，修士課程から博士課程への進学者と，
３年間の死亡者を差引く必要がある。進学者は各年で22,557人,22,661人，
22,327人，計67,545人である。７３年の死亡率0.656％(5)で計算すれば３年
間の死亡者は約15万となる。
(5)総理府統計局「日本の統計1975」
１０高等教育卒業者のブルーカラー化について
結局３年間の増加は，概算百十数万なのに，この調査での増加は186万
人，その間に約70万人という大差がある(6)。
(6)高卒の場合は比較的近い数値となる。
もっとも，この調査の数値は，標本調査による数値をもととして引き延
ばした推定値であるから，実数ではないが(7)，推定値の誤差にしては大き
すぎる。またここでは看護婦養成所や保母穫成所の卒業者なども含まれる
が，それらはブルー関係職業ではないし，その人数もせいぜい年間３～４
万人程度(8)，３年間で10万人前後でしかない。これを全部含めたとしても，
なお60万人前後の差が残る。調査での186万人に対し，そのほぼ鞘にあた
る。
(7)ただし，本調査をたとえば同年度の「労働力調査」（総理府統計局）と比較す
れば，各学歴ふくめた職業別の就業者総数は第６表のとおりで比較的近似した数
値となっている。
(8)各種学校卒業者中看謹蝿，助産婦，保母，教員養成，レントゲン，歯科技工の
合計は72年で39,878人，７３年で40,582人となっている（74年の数値はまだ出てい
ない)。
このような差が生まれる理由として考えられることの一つは，この調査
(万人）第６表職業別就業者数（1974）
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力8世帯調査であるため，学歴を高い方に記入する傾向があるのではないか
ということである。たとえば中退者であっても卒業と記入してしまうかも
しれない。
また一方では，文部省調査の卒業者数が実数より小さいことも考えられ
る。とくに以前は，私大では定員に対する水まし率が高い場合は，在籍学
生数をかなり控え目に届け出ることが多く，卒業者数も少な目に届け出て
いたということがありうる。しかし，最近は経常饗補助の関係があって，
学生数の届け出については非常に厳重になったので，あまり大きな違いは
なくなっていると思われる。
第１の理由は，かなり大きいものと思われるが，これだけで説明がつく
かどうかはわからない。いずれにしても，こうした問題を含むこの調査の
高等卒の実数は，信頼性を欠くものであり，従ってこれを前提としたブル
ー関係就業者数やブルー化率もその正当性についての判断は，しばらく保
留せざるをえない。
７１～74年の間でブルー関係のなかでも，とくに伸びの大きいものは，第
５表でもわかるように，技能工・生産工程作業者と単純労働者で，この両
者をあわせて53万９千人から81万１千人へと，実に50％も伸びている。こ
の増加実数が27万２千人なのに，同じ期間のこの両職業従事者全体の増加
は1606万から1658万３千へと52万３千人であるから，高等卒だけで過半数
となるわけである。
ちな承に，この両職業の従事者は産業別では製造業と建設業に最も多
く，この二つでほぼ80％となる(9)。製造業の就業者全体は71～74年間に
1379万４千人がまったく増減なしなのに，高等卒だけでは同じ期間に138
万５千人から154万５千人と15万８千人もふえている。数値自体に疑問は
あるにしても，このことは上記のことと関係ありそうである。
(9)７０年度「国勢調査」では，両者の計1659万人中建設業304万人，製造業1004万
人であわせて78.8％となっている。なお，同調査によれば，建設業中この両職翫
の占める比率は77.1％，製造業では74.2％である。
一方，６８年から71年について高等卒の増加数を見ても，本調査では129
１２高等教育卒業者のブルーカラー化について
万１千人なのに，「学校基本調査」による69,70,71年の卒業者実数は通信
教育を含め114万1925人となっている。前に見た進学者，死亡者数なども
含めて考えれば，ここでも30万を下らない差が出てくる。もっとも，この
場合の差は，７１～74年ほど大きくはない。
3．
つぎは，同じく総理府統計局の「国勢調査」である。これは，
１．５年ごと行なわれているが，教育程度を含む大規模調査は10年に１回
である。
２．１０月１日零時現在である。
3．教育程度は1950年にはじめてであるが，この時は在学年数で区分して
いる。
4．教育程度については，６０年は１％，７０年は20％の抽出世帯の調査によ
っている。
5．教育程度の区分は，小学・高小・新中卒，旧青学卒，｜日中・新高卒，
短大・高専卒，大学卒としており，高等卒の内容は大体「就業構造基本
調査」と同じである。
５０年は在学年数区分によっているため比較ができないから，６０年と70年
について，高等卒就業者の職業別構成を見れば，第７表の通りである。
これによれば，高等卒のブルー化率は60年には9.3％だったが，７０年に
は8.7％と低下している。この期間の増加分だけについては，大卒6.4％，
短大卒12.1％，平均8.1％というブルー化率で60年での9.3影より低い。こ
の間は高等教育人口の爆発的といってよい増大のあった時期であり，この
ブルー化率の低下は注目に値する。
もしも農林漁業作業者以下をすべて含む非ホワイト化率をとれば，それ
は，６０年14.2％，７０年13.1％となるが，ここでも同様の低下がある。また
この期間の増加分については12.2％で，やはり60年の14.2％より低い。
1３
第７表高等卒就業者職業別構成（1960,70）
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このように，調査年度の相違はあるが，「国勢調査」でのブルー化率は，
「就業構造基本調査」のそれよりも若干低い。しかし，いずれにしても世
帯での調査である。とすると，ここでも前に見たような問題点があるかも
しれない。私たちは検討して承よう。
６０～70の10年間，本調査での高等卒増加は，324万９千人である。これ
に対し「学校基本調査」による61～70年間の大学・短大卒業者数は合計
239万6246人であり，これに大学院・高専・通教を含めても，一方では前
と同様，進学者と死亡者を差引く必要があるから，結局大ざっぱに見て約
100万人，約掩という差がでてくる。従って，ここでも，こうした高等教
育人口を前提とした高等卒のブルー化の数値は，すぐさま信頼するわけに
はゆかない。
なお，このあとで見る文部省調査では，過去における卒業者数を明らか
１４高等教育卒業者のブルーカラー化について
にするため，「文部省年報」や「学校基本調査」などにより，大正年間か
らの卒業者者を整理算出している。これによれば，大正年間から1960年ま
での高等卒総数は2,980,585人となる。これに明治年間の卒業者が加わる
にしても，一方ではかなり多くの死亡者があるわけであり，「国勢調査」
の60年時点での高等卒336万という数値は大きすぎる。
ついでながら，７０年度の「国勢調査」には，職業分類のほか，全人口に
ついて労働力状態および年令を，就業者について職業および従業上の地位
（役員，雇人のある業主，雇人のない業主，家族従業者，雇用者，家庭内
職）を，考慮して作成された「社会経済分類」がある。その内容は，１.農
林漁業者，２.農林漁業雇用者，３.会社団体役員，４.商店主，５.工業主，６．
サービス・その他の事業主，７.専門職業者，８.技術者，９.教員・宗教家，
10.文筆家・芸術家・芸能家，１１.管理職，１２.事務職，１３.販売人，１４.技
能者１５.労務作業者，１６.個人サービス人，１７.保安職，１８.内職者，１９.学
生生徒，２０.家事従事者，２１.その他の15才以上未就業者，22.18才未満の
者などとなっているが，ここでブルー関係に属するのは，つぎの二つであ
ろう。
技能者…農林漁業のうち植木職，運輸通信従事者（漁船以外の船長，航
海士，水先人；航空操縦士，航空士，航空機関士；車掌，郵便ｏ電報外
務員を除く），技術工，生産工程作業者および単純労働者（他に分類さ
れない単純労働者，土工等，鉄道線路工手を除く）
労務作業者…採鉱・採石作業者，分類不能の職業，他に分類されない単
純労働者，郵便・電報外務員，土工等，鉄道線路エ手，清掃負
この二つを合計した人数は，短大・高専卒で205,400人，大卒で205,710
人であり，就業者総数に対しそれぞれ9.6影，6.1％となる。平均で7.4％
となり，職業別で見たブルー関係職業の場合よりかなり低くなっている。
4．
それでは，文部省の調査はどうか。
1５
この調査は，もともと社会の要請に応じる人材養成計画立案の基礎資料
として，職場における従業員の学歴別・職種別構成の現状などを把握する
ため，1953～54,58～５９，６３，６８年と４回にわたって実施されたものであ
る。その結果は，「職場における学歴構成」（1954)，「職種と学歴｣(1950)，
「大学と就職」（1952)，「職場の学歴の現在と将来（第１部，第２部)」
（1961)，「職場の学歴とilMi種構成」（1967）および「職場の学歴と職1ili構
成」（1971）となって公表されている。
これらは調査方法，調査対象などに多少の相違があるが，yIlP業所につい
ての標本調査であることは共通である。たとえば68年調査は10月１日に行
なわれ，その調査対象は第８表のようになっている。また教育程度の区分
については問題がないが，職業分類については，ほかの調査が日本標準職
業分類によっているのと異なり，専攻との関連などを考慮して，５９年以降
は第９表のような独自の職種分類になっている。
この分類に従って，共通に比較できる59年，６３年，６８年についての蘭等
卒の職種別構成を見るならば第10表のようになる。職種の内容がこれまで
と異なるので，比較しにくいが，第９表の分類から見ても，ブルー関係と
しては，さしあたり技能者，熟練労務者，その他の労務者（ただし,典夫，
漁夫なども含まれる）の３者を挙げてよいだろう。この３者の比率は，５９
年の5.5形から，６３年の４．３影，６８年の3.1％と次第に低下している。
第８表職場の学歴と職種構成調査対象
対象事業所数 抽出率
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計 42,500合
１６高等教育卒業者のブルーカラー化について
第９表職種の分類基準
義｜相当学歴|鵜額 該当しない職種の例職種の分類’定
’管理的職｡|務繼噸憲 常勤の取締役,騰査役，理事，代表
社員,総裁，
副総裁，部
長，課長，
支店長，工
場長,駅長，
船長（漁船
を除く）等
学校長，医師
免許を有する病院長・診療
所長・医科部
長，小売店主
（直接販売に
従事する者)，
農家世Ｗｆ主
繍鍵ｆ
等
事業所を主宰・経営・符
理する者ならびにその一
部（局）課以上の管理を
行なう者をいう｡ただし，
事業主や幹部職員であっ
て管理的職務従事者とみ
なされる者でも，直接染
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理容師，美容
師，鱗芸家，
家政婦等
医師，薬剤
師,霜護婦，
弁護士，公
証人，公認
会計士，税
理士，芸術
家，デザイ
ナー,教員，
編災老，記
者，アナウ
ンサー，宗
教家等
上記の「(1)技術者」およ
び｢(2)研究的職務従事者」以外の専門的職務従事者をいい，医療保健技術者・専門的法務従事者・専
門的財務従事者・教育者
・芸術家・ジャーナリス
ト等が含まれる。
同 上3)その他
の専門
的職務
従事者
、
(雲懲|騨繍灘’ 外交員，集金人，レジスター，給仕等庶務・人事・企画・調査・経理・営業等の関係の事務ｃ事務
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砕輕》』｜’従業者
一一=￣￣￣￣￣￣￣~￣=L凸轤繍騨L雛|蝋う゜(2)補助的事務従事者
|蝋蔚|鑿蕊 |技師,導員，|技能者 農業・工業・水産学科に関する中等教育卒業者あるいはこれと同程度以上の科学的知識と専門的技術を有する者で独自にそ
技術指
タイピ
熟練工。 ｐ１ｎ０ス等|鱗鱗)佐または労務者の指導監督に従事している者も含まれる。すなわち，職務に関する科学的知識と専門技術は，技術者のそれに比べてより狭いが，その担当する作業の全工程に関する理解を必要とし，単に熟練度のゑによ
織繍
機関士（乙
種),航空機
整備士等
っては遂行し得ないような職務に従事している者をいう。
1)熟練労
務者 およそ７年以上の実務経験を有する者でその担当する作業について高度の熟練と，かなりの判断力を必要とするような職務に従事している者をい
う。一定の訓練または資格試験を経て，これと同等の職務を果たしている
と認められる者もここに含める。
初等教育|熱繩工|襟卒程度，！’ 般
ｅ
労
務
者
腱篁鍛|灘鰄
’ている譜をいう。噸iq露鰄鱗上
|鞠翰履,鰄禦人,
一般工員，
見習エ，農
夫，漁夫，
工夫，採鉱
夫,運搬夫，
雑役夫等
l溌繍蕊稟１１霞ｉｌ騨懸櫟iii壜売従蕊 奪鰯|鱸 集金人，料理人，理容師，洗たく職等ｆ
１８高等教育卒業者のブルーカラー化について
守衛，霧備
員,理容師，
美容師，演
芸家，家政
婦，接客女
中，エレベ
ーター運転
係,案内人，
赤帽，踏切
番等
芸術家，デザ
イナー，宗教
家，アナウン
サー，記者等
サービス的職務従事者や
上記のａ，ｆの各項に含まれない職務従事者で,
保安か対個人サービスを主とする職務に従事して
いる者をいう。
その他の
職務従事
者
９
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しかもその数値自体は，これまで見た二つの調査に比べて著しく低い。
単純につき合わせることはいろいろ問題があるが，今，同一年度または
近接年度について，文部省調査をこれまで見た調査と比較して承れば，第
11表の通りである。
これによれば，就業者数自体からして相違があるし，その内容に前節で
見たような問題もあるので，数値をつき合わせていろいろ差があるのは当
然だが，比率で見た場合，どちらでもとくにきわ立って差があるのは，専
門的・技術的職業とブルー関係職業である。しかしこの両者の合計は比較
的近い数値となるし，これに応じて専門的・技術的職業を除いた三つのホ
1９
第11表各種凋査による高等卒就業者職業構成比較
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※比較のため農林漁を加えた。
ワイト関係職業の比率の合計も，近似したものとなる。
私たちは，ここでひとつ，つぎのような椎iⅢをすることができないだろ
うか。すなわち，技術的職業と技能工・生産工程従事者ないし技能者は，
必ずしも明確に区分しがたい部分があり，この部分が調査により，ある時
は前者に，ある時は後者に含まれているのではないか，と。工学系卒業者
などでは，こうした就業者がかなりあるだろうし，またとくに中小企業で
は，このような区分がむずかしい部分が多いと思われる。私たちはあとで
またこの問題に立ちかえることになるだろう。
文部省調査について，前に見たような問題はないだろうか。たとえば，
63～68年間の高等卒就業者数の増加は，134万人である。これに対し大学
と短大だけでの５年間の卒業者数累計は約121万人である。これに大学
院，高専などが加わるが，このなかには就業しない者もかなりあるわけだ
し，これに進学者と死亡者も考慮すれば，ここでもかなりの開きが出てく
る。
この調査は期:業所洲査であるため，一方では，とくに医師とか弁護士の
ような個人経営の自由業などが除外される難点があるが，他方では，学歴
については世帯での調査より実態を正確に現わすものと思われる。それで
２０高等教育卒業者のブルーカラー化について
屯，このような差が出てくる。
一方大正年間から63年までの高等卒業者実数は3,483,198人で，６３年の
文部省調査の高等卒就業者数3,264,170人と比較的近い数値となっている。
またたとえば，６８年の場合，技能者のうち38.7％，熟練労務者のうち
25.9％がいずれも工学系学部・学科卒業者であり，その他の労務者の20.1
％が教育系（21.5％が農学系）であることは，|注目してよい(1)。
(1)ｐ、８参照
文部省の「学校基本調査」は，毎年５月１日の時点で卒業者について卒
業後の状況を調査しており(2)，就職者については第12表のような抽出によ
る調査がある。これによって大卒と短大卒(3)の就職状況を職業別に見れ
ば，第13,14表の通りで，年々の就職者のうちブルー関係はほぼ１～２％
程度であり，しかもブルー化がとくに近年急速に進んでいるという傾向は
認められない。
(2)この調査では，夜間部で学生が在学中すでに就職しており，卒業後も引続きそ
の職にあるときも，就職者として扱うことになっている。
(3)高専は比重が小さいので除いた。
第12表学科系統別抽出率 大万短学大学科系統
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第13表大卒 主要職業別就職状況
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第14表 短大卒主要職業別就職状況
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もっともこの調査の調査時点で，無業者およびその他（不明など）は，
毎年かなり多くの数にのぼっている。たとえば1975年には，卒業者総数は
大学で313,072人，短大で140,938人なのに対し，無業者はそれぞれ
30,808人および25,047人，その他は31,717人および7,555人で，両者をあ
わせて大学で20.0％，短大で23.1影になっている。短大卒の無業者の大部
分が女子であることを考慮しても，これらのうちかなりの数が就職するも
のと見られるから，ブルー化率も変わるだろう。
２２高等教育卒業者のブルーカラー化について
また，この調査を直接担当する各大学・短大では，企業から求人のあっ
際の職務内容も参考にするが，実際どういう職種に就いているかを一々確
認することはむずかしく，たとえば文科系の場合スーパーや証券会社なら
販売，銀行なら事務というように，産業別に対応するかたちで職業別の記
入をすることも多いようである。したがって，実態とはかなりの差が生ず
ることも考えられる。
5．
さて，最後に私たちが見るのは，労働省の「雇用動向調査」である。こ
れは主要産業のｒｌｊ:業所における入職・離職の状況等を調査するもので，そ
の調査方法などで注意すべき点は，
1.1964年から年２回，上期（１～６月）と下期（７～12月）の２回につ
いて行なわれる。
2．調査産業は，鉱業，建設業，製造業，卸・小売業，金融・保険業，不
動産業，運輸通信業，電気・ガス・水道・熱供給業，サービス業（69年
以前は自動車修理，ガレージ業，その他の修理業および医療保健の象。
７０年以降は家Ｊ１\サービス業，教育，外国公務を除くすぺて）となってお
り，農林漁業と公務が除かれている。
3．対象は，６４年は常用10人以上，６５年以降は常用５人以上の事業所から
抽出されたもので，たとえば74年には，29,000事業所となっている。
４．学歴区分は，学校教育法第１条に規定する学校によっており，専門の
職業学校（各種学校）や職業訓練所等は含まない。なお，入職者につい
て職業別・学歴別区分の集計をしているのは，６６年からである。
５．職業別分類は日本標準職業分類に従っているが，建設業だけはこれを
組染かえた独自の分類を用いている。
またホワイトカラー職業に専門的・技術的職業，管理的職業，事務お
よび販売を，ブルーカラー職業に採鉱・採石，運輸・通信，技能工・生
産工程作業（および単純労働）を含めている。
２３
(千人）第15表(１１新規短大・大卒者職業別入職状況
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注：７０年以降は「動向調査」に発表されていないので,原資料によった。なお建
設業を含まない。
第15表(2)新規短大・大卒者職業別入職状況（％）
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注：同前
建設業は調査内容や職業分類が異なるので，はじめにそのほかの一般産
業について新規短大（高専を含む),大卒者の職業別入職状況を見れば，第
１陵の通りである。これによれば，高等卒のブルー化率は最近ではほぼ７
２４高等教育卒業者のブルーカラー化について
％前後で，以前の１０％前後よりむしろ下がっている。
建設業は単純に比較できないが，今かりにその職業分類のうち，「技術
者(1)」と「事務従事者」をホワイトカラー職業，「建設技能者」と「単純
作業者」をブルーカラー職業とすれば，ブルー化率の推移は第16表のよう
になる。
一般産業と建設業をあわせたものが第17表であるが，これによれば，た
とえば74年の場合は6.1％で，一般産業だけの4.8％よりかなり高くなる。
(1)職業分類の技能工，生産工程作業者のうち「技術補助員」を含む。
なお，一般産業の場合，７０年のブルー化率が一時的に著しく高くなって
おり(2)，次年の71年と10％近い差がある。とくにこの年高くなる理由は，
よくわからないが’専門的．技術的職業の比率がかなり下がっており，次
年は逆にこれが10％近く上がっているのを見れば，前に見たこの両職業の
調査による入れかえの可能性が，同一調査でも年度によって現われたのか
第16表新規高等卒の建設業職業別入職状況（千人）
区分’１９６６’６７１６８’６９１７０１７１１７２１７３１７４
,::|)i：
６．７4.6
1.010.5蕊Iil:１ i脚Ｉ10.3114.6:;’
計’１０．２１１６．３１２４．８１３０．４１２Ｌ５１２２．９１３２．３１２６．５１２８．９
ブルー関係 ;夢|,:;‘|,:#,ﾆシ５．６９６１８．４ ３．９％17.7１．５％14.7 ２．３％９．３１．１％6.8
第17表高等卒ブルー化率推移
区分’１９６６１６７１６８６９１７０１７１１７２１７３１７４
';lｉＩｌｉ劃:M|■１１１ 271.0２４．３9.0 291.7１７．９６．１入職者総数ブルー関係ブルー化率 252.3４０．８１６．２`;:'’’251
2５
&しれない。
（２）この年は調査対象になるサービス関係職業の範囲が拡大しているが，それを考
慮しても，入職者数（とくに製造業，500人以上大規模，ブルー関係，転職者）
の急増は，前後と著しい不接続をなしている。
さきにあふれたように，この調査で対象外となっている産業区分で，と
くに高等卒に関係あるものに，教育と公務がある。「学校基本調査」で
は，７４年の場合大学・短大新卒就職者計329,580人中教員が43,328人，公
務は28,984人であわせて72,312人，全体の21.9％字22％となっている。こ
の２割前後という数値は年々そう大きな変化がない。また高等卒の公務で
は，ブルー関係はきわめて少ないと考えられる。これらを考慮してのブル
ー化率は，７４fFで概算4.8％(2)となる。
（２）6.1％×(1-0.22)字4.8％
なおこの調査では，入職については新卒者だけでなく，それ以外の，入
職する前１カ年間に就業経験のなかった者および同じ期間に就業経験のあ
った転職者も対象としている。たとえば，７４年の場合，一般産業での高等
卒の新卒だけのブルー化率は４．８影なのに，転職者などもすべて含めた入
職者全体では7.1％となっており，一般的に新卒よりも転職者のブルー化
率は高いといえる。
この調査での新規高等卒の総数を「学校基本調査」と比較すれば，第１８
表の通りである。前者は年間の動向であり，後者は５月１日時点のもので
あることを考慮すれば，大体において相対応しうる数値としてよい。
第１礒灘蝋新規高等卒就職着数比較（千人）
1966６７１６８１６９１７０１７１１７２１７３１７４
鬮罰 ;磯瀝雇用動向調査学校基本調査Ａ” Ｂ 183.9222.6176.9 識讓Ｉ
注：１．
２．
｢雇用動向調査」は建設業を含む。
｢学校基本調査」のＡは総数，Ｂは教育（74年は職業分類の教員）と公
務を除いたもので大学・短大の象。
２６高等教育卒業者のブルーカラー化について
6．
さて，このあたりで私たちは，これまで見てきた各種調査のブルー化率
をふりかえって承よう（第19表)。その際「就業構造基本調査｣の74年,｢雇
用動向調査」の70年の数値には，疑問が多いことを念頭におこう。
はじめに，各調査にほぼ共通なのは，数値が少ないので断定的にはいえ
ないにしても，最近まで続いた経済の高度成長期のなかで，学生の爆発的
増加にもかかわらず，ブルー化率は高まらないばかりが，むしろ低下して
いる，ということである。これはどのように考えたらよいだろうか。
この間には，はじめに販売関係の著しい増加があった。「学校基本調査」
ではたとえば大学の場合，新卒就職者中わずか4.2％だった販売関係が７０
年には23.2％にもなっている。７０年前後からは，販売関係の比重が減少に
転じて，とくに近年は事務関係がふえている。しかし大企業の大卒採用手
控え傾向(1)を考えれば，このうちのかなり多くは中小企業への就職である
第19表各種調査による高等卒ブルー化率推移 (％）
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うし，しかもその傾向は年Ar強まっている。第20,21表は，そうしたこと
を裏付けている(2)。
('）大規模企業とくに製造業や卸小売業での高等卒採用の頭うち傾向については，
第20表規模別雇用櫛成推移
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第21表企業規模別新卒（大．短大）入職状況 (％）
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２８高等教育卒業者のブルーカラー化について
経済同友会「企業内就業者の学歴等に関する実態調査」（1975.9）参照。
(2)経済の成長にともなう企業規模の一般的拡大も考慮すれば，ここに現われた数
値の変化はさらに増幅される。
第22表によれば，高度成長経済のなかでの第三次産業就業者の増大はめ
ざましい。これに対応して，第23表で見るようにとくに近年事務・販売を
含めたホワイトカラー関係の就業者の伸びが著しくなっている。しかも，
新規学卒就職者数を見れば，中卒，高卒はそれぞれ63年の76万４千人およ
び68年の94万３千人をピークとして減少し，７５年には９万４千人および５９
万１千人となる。こうしたなかで，高等卒は，販売関係から中小企業と，
いわば「ダンピング」の傾向を強めながら，ともかくもホワイトカラー関
係に吸収され，そのためにブルー化の進展はなかったものと考えられる。
もしも，そうだとすれば，経済が低成長に転じた今後は，このようなホ
ワイトカラーへの吸収は困難となるから，高等卒のブルー化は急速に表面
化することになろう。しかも，それはホワイトカラー指向の高等卒の本格
的なブルー化である。前に見た「雇用動向調査」では〆低成長に転じた７５
年上期のブルー化率が前年同期の4.9％から6.5％へと上昇しており(3)，ま
第２2表産業別総就業者数推移
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第23表職業別総就業者数推移
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注：同前
た各学歴とも製造業への入職比率が減少しているなかで，大卒の象が2.3
％(4)増となっている。予断はできないが，今後の動向が注目される。
(3)第15表(2)
(4)短大は1.2％減となっている。
ブルー化率の高さそのものについては，どの調査をとっても，それぞれ
多かれ少なかれ問題点があって，明確な数値を確定することはむずかし
い。事業所に即しての調査であり，しかもその数値が他の調査の数値と対
応するものとして，「雇用動向調査」は比較的信頼してよさそうである。
しかし，これにしても，専門的・技術的職業と技能工・生産工程作業との
区分というむずかしい問題は残っており，区分の仕方によってブルー化の
比率は大きく変動しうる。あるいはそのためかと思われるが，７０年の数値
のように，そのまま利用できないものもある。結局，内容を十分点検しな
いままに,ブルー化の比率を問題にしても,あまり意味はなさそうである。
高学歴化の進行は，たしかに，技術的職業と技能工・生産エ程作業者と
３０高等教育卒業者のブルーカラー化について
のボーダーラインを増大させてきたかもしれない。「就業構造基本調査」
や「国勢調査」の比較的早い時期でのブルー化率の高い数値はそうした部
分を示しているものと思われる。しかし，ホワイトカラー指向の学生のブ
ルー化というような，本来的な問題は，これから本格化するのではないか
と考えられる。
一般的に，こうした問題を考える場合は，単に卒業者の戯的増大だけで
なく，その専門分野別構成といった質的要素と，他方ではこれをうけ入れ
る経済の側の変化を考慮せねばならない。このことは同じ国の内容で時系
列的に言えるばかりでなく，国際的な比較についてもあてはまる。こうし
た検討については，他日を期したい。 （1976.4.3）
